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は じめ に

21世 紀が 「アジ ア太 平洋の世紀」であ るとい う主張 は、10年 前 には希望的観測 と

い う側面 を もってい たが、21世 紀が 目前 に迫 った1995年 の現在 、それは ほぼ確信

に近 い もの とな りつつあ る。この変化 を もた ら した要因は もとより単純 ではないが、東

アジア諸国 一いわゆ るNIESの み な らず、ASEAN諸 国を も含めて 一の台頭が主要 な背景

とな ってい ることは疑問の余地が ない。これ ら諸国の台頭 は、躍進 す る経済発展 に裏づ

け られた 自信 と、 これ を反映 した 自己主張の高 ま りとに よって象徴 される。

アジア太平洋地域 を視野 に入れた協力構想 は、時間 と文脈 を異にす る二つの潮流 があ っ

た。一つは、1979年 のキャンベ ラ ・セ ミナーを端緒 に民 間フ ォーラム 「太平洋経済

協力 会議」(PECC)と して定着 し、89年 に政府 間機構 としての 「ア ジア太 平洋経済協

力会 議」(APEC)へ と発展 した、いわゆるく環太平 洋連帯型 〉構想 であ り、もう一つ は

80年 代 末の冷戦終結 を受 けて、欧州 で完結 を見 た 「全 欧安保協力会議」(CSCE)の ア

ジア太平 洋版 を目指 して始動 し、94年7月 に 「ASEAN地 域 フォー ラム」と して結実 し

た<CSCA>型 構想 であ る。 これ らいずれの潮流 に関 して も、ASEAN拡 大 外相 会議

(PMC)が いわば母体 を提供 してい る。

他 方、これ らを公的 なチャネル とは別 に、非政府 レベルあ民 間チ ャネルにおけ る政策

的研 究や意 見交換 の機 会 も飛躍 的 に増大 し、これ らに 「個 人的 な資格」で政府関係 者が

参加 する ことで、政策的 なインパ ク トの強い膨 大 な 「知の共 同体」がア ジア太 平洋諸国

の共 同体構 築 に向 け ての肥 沃 な大地 を提供 して きた。注 目す べ きこ とに.こ こで も

ASEAN諸 国 の政策 指 向型 の シ ンクタ ンクの連合 体 「ASEAN戦 略 国際 問題 研 究所 」

(ASEAN-ISIS)の 果 た した役割 は特筆 に値す る。

か くして、ASEAN諸 国 は、アジア太平洋地域の新地域秩序模索 にあた って重要 な役割

を果 た して きた し、これ は一過性の出来事で はな く、今後 ともさらに積 極化す る事が可

能 である とい うのが筆 者の認識 であ り、これ を 「PaxAseana」 と呼 んでお きたい。本論 で

は、中小諸 国の協力体 で しかないASEANが 、なにゆえに、そ していか に新地域秩序形成
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の イニシアテ ィブ を取 ることがで きるのか とい った設問 に対 して、ポス ト冷戦期 とい う

転換 期 の特色 、お よびASEANと い う地域協力機 構の特色 との関連 で答 え を探 りつつ、そ

の効 用 と限界 を考 察 してみたい。

1 . rPax AseanaI

(1) rPax Aseana]

とは何 か

の論理

本 論で検証 しようとす る 「PaxAseana」 とは、い うまで もな く、「ASEANに よる平和」

を意味す る。 しか しそれは、「PaxRomana」 か ら 「PaxAmericana」 にいたる伝統 的な用

語法 が示唆す るよ うな覇権 的国家 による平和実現 とい う概 念 とは、決定 的に異 なる。 と

い うの は、何 よ りもまず、ASEAN諸 国は、いか なる意味か らで も強国で はないか ら、ア

ジア太平 洋地域 にお ける秩序構 築に際 して伝統的 な意味 におけるくパ ワー〉に依拠す る

ことはで きないか らであ る。

それでは、む しろ弱者で しか ないASEANが 、アジア太平洋地域 にお ける平和 と安定 の

推進 にある種 のイニ シアテ ィブ を発揮 しうるの は、いかな る形態 においてであろ うか。第

一 に、ASEAN型 イニシアテ ィブは、押 しつ けや強制 とい う性格 の もので はない、い わば

「脅威 な きイニ シアティブ」と しての強みであ る。それは、関係諸 国の期待 あ るいは明示

的 ・黙示 的な付託 をうけて初めて機 能す る ものである。ほ とん どの アジア太平洋諸国が、

急速 に発展 し、かつ巨大 な潜在力 を擁 す るASEAN諸 国 との友好 関係の維持 ・強化 を臨 む

程度 に応 じて、この地域 におけ る国際関係 と くに平和 ・安定 ・発展 をめ ぐるASEAN主 導

型の構想 に も好 意的であ りうる。

第二 に、実 際ASEAN諸 国は、すでにカ ンボジア紛争 に際 して、ベ トナムによるカンボ

ジア占領支 配 に反対 し、ヘ ン ・サム リン政権の既 成事実化 を阻止すべ く、広 く国際世論

を動員す るの に成 功 し、民主 カ ンボジアの 国連代表権 を維持す るの に成功す る とい う実

績 をあげてい る。当時米 国が、カンボジア紛争の政治的解決に向 けて積極的 な努力 を払

お うと はせ ず、「ASEANの イニシアテ ィブに従 う」 との姿勢 に終始 した。東南 アジアに

お ける紛争 に巻 き込 まれ た くない とい う否定 的 な材料 があったばか りで な く、隣接 のベ

トナムに対 す る働 きかけ とい う点で、米国 よ りもむ しろASEAN諸 国の ほ うが説得力 に富

むの ではないか との判断があ ったためである。

そ して第三 に、そ もそ もASEANと い う地域協力機構iその もの一あ るい は、ASEAN諸

国の活動全般 一が 、地域 の平和 と安定 に とって多大の貢献 をして きた とい う事実があ る。
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ASEANは 、マ レーシア連邦 の発足 を契機 と して、イン ドネシア、フィ リピンお よびシ ン

ガポール とい う海洋部東南 アジアの4力 国 を巻 き込 んだ1960年 代前半の複雑 な地域

紛争 が終結 す る過程 で、い ささか慌 ただ しく発足 したか ら、この地域 に伝統的 に存続 す

る多様 な緊張要 因は、イデオロギー的 なそれ を除いてすべてASEAN内 部 に継承 され ざる

をえなかった。に もかか わ らず、以後四半 世紀余 りもの間、ASEAN域 内 には一若干の摩

擦や不協和音 はあったが 一国家 間紛争は一度 も発生 してい ないのであ る。半世紀 にわたっ

て戦火 の絶 えないイ ン ドシナ と対 比す る まで もな く、ASEAN地 域 の平和 は、東 南 アジア

の戦後史 にお いて画期 的な成果 とい うべ きであろ う。

(2)ポ ス ト冷戦期 とい う時代 の要請

さらに、アジア太平洋における新地域秩序 を模索する上でASEANが イニシアティブを

発揮 しうるのは、それがポス ト冷戦期 という時代の要請に合致 した性格を備えているか

らである。つま り、第一には、冷戦期には圧倒的なリーダーシップを発揮 してきた米 ソ

両超大国の役割が、脱冷戦過程で徐々に減退 し、それだけ弱小諸国にも発言の機会が増

大 したことである(大 国決定論の後退)。第二は、政治現象の国際的 ・国内的複雑化につ

れて国家主権の絶対性が揺 らぎ、それにつれて非国家主体(NGO)の 役割が国際関係に

おいても増大 したことである(民 間外交の台頭)。そして第三に、国益主張の道具として

の軍事力行使の妥当性 と有効性が疑問視 され、対話と説得の重要性が強調されるにいたっ

たことである(対 話の役割増大)。要するに、戦後半世紀にわたって国際関係 を規定 して

きた冷戦が終焉 に向かう過程で、これまで通用 してきた国家とそのパワー、さらには安

全保障に関する概念 もまた重要な修正を迫 られるところとなった。いわゆる転換期 に特

有の流動状態、あるいは不確実性 を前提 としたとき、ASEANの 独特の体質と構造が、こ

の時代に効果的に対応する事を可能にしたという事実に注目する必要があるだろう。

世界が米ソを核 とする二つの陣営に二極分解 していた冷戦期とは、大国が(a)国 際情

勢を解釈するイデオロギー、(b)国際関係を操作するパワー、および(c)国 際社会 を連結

する情報 ・メディアをほとんど独 占していた時代に他ならなかった。この意味で、脱冷

戦の過程でこれらの大国決定論的な環境は重大な変更を迫 られつつある。ASEAN諸 国

は、すでに1970年 代から、一方では、大国間パワー ・バランスの変容に適応 した地

域的環境の改善 を目指 して、いわゆる 「東南 アジア平和 ・自由 ・中立地帯構想 」

(ZOPFAN)を 採択 しつつ、他方では、国内外からの多様な脅威に対する抵抗力の確保 を
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意味す る 「強靱性」概念をも提唱 していた。大国依存型の情勢適応戦略 と自助努力型の

現状維持戦略の併用であった。ASEAN諸 国は、大国による国際関係の引き回しや干渉の

危険性に対する警戒心 と、順調な経済成長に裏打ちされた満々たる自信 とか ら、脱冷戦

期の地域秩序の再編成にあたって、みずから主導権を保持することが不可欠であると確

信 していたのである。

加えて、冷戦期 には、安全保障とは国外からの軍事的脅威に対する領土の防衛を意味

するとされてきた一その典型例が 「ドミノ理論」であった一が、ポス ト冷戦期には、脅

威認識 も、したがってそれへの対応 もより総合的で多様なものとな らざるをえなかった。

1970年 代末に日本によって提唱された 「総合安全保障」概念 を支持 し、これを積極

的に発展 させていったのが他ならぬASEAN諸 国であったという事実は注 目に値する。

もっともASEAN諸 国には、すでにスカルノ時代の 「IPOLEKSOSBUDMIL(1)」 という広

義の国防哲学の延長線上にある 「強靱性」強化 とい う非軍事的安全保障概念が70年 代

前半いらい定着 していたから、総合安全保障概念を採用するのにほとんど違和感はなかっ

たはずである。

加えて、B・ ガリ国連事務総長が 『平和への課題』で冷戦後の国際平和を模索する一

連のシナリオの一環 として提唱 した 「予防外交」もまた、弱小諸国の地域協力機構 とし

てのASEANが 新地域秩序の構築のために積極的な役割を果たしうることを示唆 してい

た。およそ国際紛争は、あえて単純化すれば、(a)両 立困難な利害関係の併存、(b)紛 争

当事者間に交渉による解決の可能性への猜疑心、および(c)対 決路線の有効性への確信

という三つの側面があり、それは、「発生」あるいは 「勃発」した りするものではな く、

紛争当事者によって 「選択される」ものなのである。そ して、緊張が武力紛争にまで激

化する以前の段階で事態の改善に着手するほうが一現に進行中の紛争の平和的解決への

条件整備 を目指す という伝統的なPKO活 動 と比 して一より有効であるのみならず、より

経済的であるというのが 「予防外交」の哲学である。したがって、「予防外交」は、必ず

しも軍事大国による対処を必要 とせず、むしろ、紛争地帯に隣接する諸国のほうがその

地域 に働 く力学や論理に習熟 しているところか ら、地域機構の役割に注目されるのであ

る。

(3)「 トラック2」 の機能増大

他方、脱冷戦後のいわゆる新国際 ・地域秩序の模索に際 して、非政府組織(NGO)と
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りわけ研究者 ・知識 人 とそのネ ッ トワー ク役割 が ます ます増大 しつつ ある とい う事 実が

指摘 され る必要が あるだろ う。『イ ンターナシ ョナル ・オーガナイゼ ーシ ョン』誌(工9

92年 冬号)は 、知識 に基づ く専 門家のネ ッ トワー クが、複雑 な国際問題の 因果関係 を

明 らか に した り、国家 が国益 を確認 し、論 議のため に問題 点 を明示 し、特定 の政策 を策

定 し、折衝の ため の着眼 点を提示す るの を支援す るなどの役割 を果た しうるとい う、い

わゆ る 「知識共同体」(epistemiccommunity)論 に先鞭 をつ けた(2)。

1992年7月 に宮澤首相が アジア太平洋 地域 における安全保 障論議 にあた って、政

府 間の二国間協議 とならんで、非政府 レベルでの多国間協議 をも展 開す るとい う 「ッー ・

トラ ック ・アプローチ」 を提唱 したの を契機 に、非公式協議 としての 「トラ ック2」 の

意義 が ます ます重 視 され る傾向 にあ る。アジア太平洋域内の 「トラ ック2」 の 中核 をな

すの は、NGOと しての戦 略型 シ ンクタンクであるが 、その機能 も限界 も基本的 にNGOで

ある ことか ら派生 す るとい って よい。本論で は、戦略型 シ ンクタンクは、民 間の ・非営

利 の ・政策指 向の研 究機 関 を意味する もの と してお くが(3)、ASEANに おけ る実績か ら

みて、その長所 は、第一 に、先例 と形式 に拘 束 され る官僚 と異 な り、新 たな流動 的 な状

況 に対 して大胆で柔軟 な発想が可能で あるこ とにあ り、第二 に、政府 レベ ルでは接触 困

難な敵対国家 との接触が(通 常そのシ ンク タンクを介在す ることで)可 能 である ことで

あ り、第三に、関係諸 国のあいだに政策的問題 について協議 す る習慣 を定着 させ 、その

意義 を認識 させ るこ とが で きるこ と、そ して最後 に、安全保障論議 に関心 を持つ研 究者

や専 門家の問 に個人的 な 「人脈」 をそだてる ことな どに求め ることが出来 よう(4)。

ASEAN諸 国の戦略型 シンクタンクは、1970年 代 には イン ドネ シアの 「戦略国際 問

題 セ ンター」(CSIS)の 活動が傑 出 していた。シンガポール には、これ よ り早 く1960

年代 か ら地域 的研 究機 関 としての 「東南 アジア研究所」(ISEAS)や いわば研 究者の クラ

ブ的な存在 である 「シ ンガポール国際問題研究所」(SIIA)な どが存在 したが 、これ らは

いずれ も研究志 向型機 関で、高度 に政策志向の強い戦略型 シンク タンク とい えるの は、や

は りCSISを もって嗜 矢 とす る。CSISは 、スハ ル ト大統領の個人補佐 官た るア リ ・ム ル ト

ポ、スジ ョノ ・フマ ルダニ両将軍 の庇護の下、1965年 の 「9・30事 件」 とこれに

触発 された政変 の過程 で誕生 したスハル ト政権 の内外政策 にアイデ ィアを提供す る とと

もにこれを国内外 に浸 透せ しめ るうえで独 自の力量 を発揮 した。

第二段 階では、ASEAN各 国で独 自の分野 と速度で個別 に輩出 した一連の戦略型 シンク

タンクの間で横 の連絡 が試み られ るにいたったが、その一つの契機 が1980年 の環太
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平洋連帯構想 の始動であ った。 日豪主導型の 同構想 の下で、域内各 国は 「太平洋協 力国

内委員会」の設立 を求め られたか らであ る。この過程 でASEAN各 国で戦略問題 について

一政府の意 を体 しつつ 一発言 し、先進諸国の専 門家 と堂々 と論議 しうる見識 と語 学力 を

備 えた一群 の研 究者 ・学者が動員 され てい った。彼 らの数 は限 られてお り、時 と場所 を

選 ばず、ASEAN諸 国の政治 ・経済 ・安全 保障 とい った戦略問題 について論 議 しようとす

る と、ほ とんど同 じ顔ぶ れが登場 したため、彼 らは 「安全保 障マ フィア」 とい うラベル

が貼 られ るほ どであった。この過程で、1983年 には、戦略型 シ ンクタンクの連合体

と しての 「ASEAN戦 略国際問題研 究所」(ASEAN-ISIS)が 結成 され、域 内諸 国の共通

課題 一(a)ASEANの 将来展望 、(b)太 平 洋経 済協 力、お よび(c)カ ンボジア紛争 一に関

し、共通 の認識 と対応 を模索 する 「体制」が整備 されたの である(5)。

そ して第三段階で は、ネ ッ トワーク化 は さらに前進 し、ASEANの み に止 ま らず、政府

レベルでの東 アジア、オセアニア、北米大 陸に またが る安全保障の ための枠組みづ くり

と平行 す る形での連携が進 んだ。その到達点が93年 の 「アジア太平洋安全保障協力会

議」(CSCAP)で あ った(6)。CSCAPは 、かつ ては少数の権威者が く賢人 〉 として政策

決定 に助 言 を与 える とい うス タイルであ ったの と異 な り、戦略型 シンクタ ンクの国際的

共 同作業 とい う形でARFへ の政策情報 をインプ ッ トしようとい う もので、L・M・ サ ラ

モ ンのい う 「連帯革命」(associationalrevolution)に 近い状 況 を呈 しつっあ る とい えるだ

ろ う(7)。

2.「PaxAseana」 の 態 様

(1)触 媒 と して のASEAN

アジア太平洋地域 の平和 と安全 を模索す るに際 してのASEANの 貢献、す なわち、「Pax

Aseana」 には、お そ ら く三 つの局面 にまたが って考察 され る必要が あ りそ うであ る。第

一は、いわ ば 「触媒 型貢献」であ り、端的 には、 ダイナ ミックで多様性 に とんだア ジア

太平洋地域 における 「共同体」づ くりに向けての役 割である。20世 紀 も残 り少 な くな っ

た1990年 代 中葉の現在 では、国際社会の主要な潮流の一つ とさえ見な されるにいたっ

た ア ジ ア太平 洋協 カ ー と くにそ の制度 的 表現 であ る 「アジア太 平 洋経 済協力 会 議」

(APEC)一 だが 、その発展過程 は単純で も容 易で もなかった。その原 型 をなす 「環 太

平洋連帯構想」が 、日本の大平 総理 とオース トラリアの フレーザ ー首相 に よって提 唱 さ

れたの は1979年 だが、当時の域内諸国の対応は必 ず しも好意 的な ものであった とは

82



いいが たか った。 とい うのは、 ソ連 は、 これは米 国の反ソ陰謀 の一環 で しかない と位 置

づ けでお り、中国は改 革 と開放 が緒 につい たばか りで、アジア太平 洋地域の 「相 互依存」

につ いては、南北間の矛盾 を隠蔽す る思想 とい う不信 の 目で見 てい た し、ASEAN諸 国

は、 より大 きな地域機構 に参入 するこ とは、十年余 の試練 の末 に ようや く獲得 した域内

諸 国 間の連帯意識が希薄 になる恐 れな しとしない というので(8)、 いずれ も 「環太 平洋

連帯 構想 」 には猜疑的 であったか らであ る。

太平洋共 同体構i想が まだ星雲状態 にあ った80年 代 初頭 の時点で は、ASEAN内 部 に

は、カ ンボジア紛争 を重視 し、米 日豪 な ど西側先進諸 国主導型 の太平洋協力 に参加 す る

ことで非同盟 イメージを損 ない 、ヴェ トナム との対話 を阻害 しか ねないこ とを懸念 す る

イ ン ドネシアやマ レーシアな どのグルー プと、太平洋協力 のメリ ッ トに も注 目す るシ ン

ガポールや タイなどの グルー プが存在 したが、全体 として は、静観 論か ら慎重論 とい う

姿勢 以上の もので はなか った とい えるだろう。CSISの ハデ ィ ・スサ ス トロは、シェー ク

ス ピアにな らって 「(無意味 な もの に)空 騒 ぎ」(Muchadoaboutnothing)と 表現 してみ

せ たが、環太平洋連帯構想 は、 これに同調 す るには曖昧 に過 ぎ、これ を無視 す るには余

りに もタイム リー なアイディアであった。

D・ ザ ゴリア教授 は、米議会 に提示 したペ ーパ ーで、(a)ASEAN諸 国の不信 感が払拭

され る(あ るいは確認 される)ま では、域 内諸 国の非公式 の意見交換 とい う程 度の枠組

みで満足すべ し、(b)太 平洋協力 の成功の ため には、ASEAN諸 国のイニ シアテ ィブを引

き出 さすべ し、(c)ASEAN諸 国 に太平洋協力 のメ リッ トを確信 させ るべ しと助言 し、環

太平洋諸 国は自由主義経済システムの維持 と安全保障上の脅威認識 を共有 しているか ら、

やが ては太平洋共 同体が実現 しないはずが ない と言明 してい る(9)。

ザ ゴ リアの予言 は、部分 的には的中 したが、三つ の意味で は外 れた とい えるだろ う。ま

ず、確 か にASEAN諸 国 は、まず タイが(1982年)次 いでイ ン ドネ シアが(1983

年)、 太平 洋経 済協力会議(PECC)総 会の主催 国 となることで、官 ・財 ・学 の三者構1成

に よる非公式協 議体 としてのPECCプ ロセスがASEAN域 内で も定着 した。さらに、19

89年 には、この延長線上 に、アジア太平洋諸国 の経済協力ための政府間協力 メカニズ

ム と してのAPECに まで発展 した。この背景 には、(a)在 非米軍基地の撤収 を含 め 「アジ

ア離 れ」をつ な ぎ止 め ようとす るアジア諸国の要請、(b)EAEC構i想 を含む東南 アジア

諸 国の 「アメ リカ離 れ」 を くい止め ようとする米 国の要 請、お よび(c)国 内改革推進の

ために躍進著 しいアジア太平洋地域 とのチ ャネル を確保 しようとす る中ソ両国の要請 と
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い う複雑 な動機 が読み取れ る。

そればか りか、PECCプ ロセスの成功 は、脱冷戦過程 の定着 とヨー ロッパ における 「全

欧安保協力 会議」(CSCE)の 成功 とい う状況 をうけて、安全保 障分野での太平洋協力 と

い う全 く新 しい試 みに まで道を開 くところ となった。APECの 成立 と時 を接 して、アジ ア

太平 洋地域 の安全保 障面 での多 角的協議 に関す る一連の提案が相次 いだ。ここで も最初

の構想 は、日、豪州、カナ ダとい った先進諸 国の側 か ら提示 されたが、ASEAN諸 国側 は

当初 一PECCの 時 と同様 に一消極姿勢 に終始 した。とい うのは、すで にASEAN諸 国は、

み ず か らの外 相 会議 に域外 の 「対話 国」 を加 えて協議 す る 「ASEAN拡 大外相 会議」

(ASEAN-PMC)と い うチ ャネルを確保 してお り、新 たに安全保障協議 の場 を必要 として

いなかったか らであ る。 この意味 では、米 国 もまた、伝統的 な二国 間アプローチに固執

し、安全保 障に関す る多国間協議 は 「問題 を生み出すための枠組 み」(asolutioninsearch

ofaproblem)で しか ない として、これ を忌避す る姿勢 を固執 したのであ る(10)。

アジア太平洋諸 国の安全保障協力の一連 の構想 が提示 されは じめた時点で は、「全 欧安

保 協力会議」(CSCE)方 式 を成立せ しめた ヨー ロッパ とアジア太平 洋 との地政学的 な相

違 の故 に、多国間安保 協議の現実性 に猜疑 的 な論調が大勢 を占めていた(11)。 しか し、

ASEAN諸 国 は、 自ら多様 性の なかか ら域 内諸 国の連帯感 を醸成 して きた体験 を生 か し

て、アジア太平洋 とい う極 めて多様性 に とんだ地域 にお ける 「共 同体」構築 に際 して、漸

進主義 的な手法 を重視 し、いわば 「柔 らか な地域主義」の必要性 を強調 す る一方、 自ら

が この 「開かれた地域 主義」 に向 けての一つの煉瓦 を構 成す るにいた ったのであ る。1

992年 の第4回ASEANサ ミッ トに際 しての シンガポール宣言 は、「加盟 国が,安 全保

障問題 での協 力 とい う新 たな分野 に関与す る方途 を模索 すべ きであ る」と して、PMCを

通 じての対話 国 との協議 を推進 する用 意があ ることを明 らかに している。実際、ASEAN

諸 国は、(a)1990年 にはイ ン ドネシアとシンガポールが相 次いで中国 との国交 を正常

化 し、(b)91年 には中 ソ両国 をASEAN外 相 会議 にオブザーバ ー として招待 し、(c)9

2年 に はベ トナム とラオスの 「東南 アジア友好協力条約」(TAC)へ の署名 を実現す るな

ど、かつての敵性国家 との関係 を改善す る過程で 、ゆっ くりとで はあ るがARFに 向 けて

の環境 を整 えて きたのであ る。

他方、米国が アジア太平洋地域での多国 間安全 保障協議 に肯定 的 になったのは、93

年の ク リン トン政権 の就任 以来の ことで、W・ ロー ド国務次官補 は、米国が これ に全面

的 に参与す る と言 明する にいた った。
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(2)変 換器 と してのASEAN

「PaxAseana」 の第二の貢献の態様 は、アジア太平洋地域 の安全保障対話 を促進す る上

でア ジア独 自の論理 を提供す るこ と一いわば 「変換 器型貢献」一である。実際 の ところ、

アジア太平洋共同体構築 に向けてのアイデ ィアが、しば しば域 内の先進諸国 か ら提 示 さ

れた ものの、ASEANを 欠 いた場合 、その イ ンパ ク トははるか に限定 された もの とな らざ

る をえなか ったこ とは明 白であ る。 とい うの は、ASEAN諸 国のプ レゼ ンス を欠 いた場

合 、アジア太平 洋共同体 は、一方 では 日米韓国 とい った反共諸国の結集 とい う色彩 が露

骨 とな り(冷 戦型バ イアス)、他方 では、日米豪 とい った先進諸国の主導性 が濃厚 とな ら

ざる をえず(南 北型バ イアス)、いず れ も円滑 な対話 にとって理想的な環境 とはいいが た

か ったか らである。

こ う した消極 的意義 に とどま らず 、ASEANは それ 自体、重層 的な地域紛 争 を終 結す る

過程 で、段階的漸進的 に相 互不信感 を克服 し、国内的 ・地域的多様 性 を前提 として、次

第 に しか し着実 に連帯感 を醸成 して きたので あって、その体験 を より広範 で、それだけ

にさらに異質性の高い アジア太平洋諸 国の協調機運 を培 うの に適用 す るとい う積 極的意

味で も貢献す る位置 を占めていたのであ る。いわば 「柔 らかい地域主義(12)」 と総称 し

うるASEAN型 共 同体づ くりの根幹 は、いわゆ る 「ム シャワ ラ方式」一マ レー系村 落に伝

統 的 に定着 して きた協議 に基づ くコンセ ンサス方式 一であ る。比較的 同質性 の高 い西洋

諸 国がEECを 形成 し運営す る過程 では、各 国が主権 の一部 を犠牲 に して共同体 の利害

を優先 す る方向で政策 を調整す るとい う、いわば 「硬 い地域 主義」 を推 進 して きたの と

異 な り、「ムシ ャワラ方式」の下 では、全加 盟国が合意で きる問題 につ いて、合意 で きる

速度 と程度 に応 じて これ を共同体の方針 として採用す るこ とになる。いいかえれば、特

定 の問題 について、もっ とも消極的 なメンバ ーが事実上全 体のペース を設定す る位置 を

占める ことになる(13)。

ASEANが アジア太平洋 における多角的安全保障協議 に対 して積極化す る契機 を提供 し

た とされる1991年6月 のASEAN-ISIS会 議の成果 たる 『イニ シアテ ィブの時』 と

題す る報告 は、25ペ ージ にも満 たない小冊子 であるが、ASEAN諸 国の 自己認識 、現状

分析、安全保 障哲学 を端的 に表現 した もの と して注 目に値 する。同報告 は、92年 の シ

ンガポール ・サ ミッ トで の協議 に向 けて四つ の提案 を示 してい るが、「アジア太平 養成 自

体和へのASEANの イニ シアテ ィブ」とい う第一提 案では、(a)ASEANは かか る政治 ・安
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保協議 に積極 的 に参加す るだ けでな く、建設的 な創始者で なければ ならない、(b)こ の地

域 に とって不適切 で逆効果 と思われる一連の用語や固定観念 にとらわれてはならない、そ

して(c)ASEANの イニシアテ ィブは、現存の制度や プロセス に立脚 しなけれ ばならない

と強調 している(14)。

ヨーロ ッパ起源 の、す なわち、CSCEの 経験が、「共通 の安全保障」 と 「透 明性」概念

であ った とす れば、これ に対比 さるべ きアジアの論 理は、第一 に一CSCAPが 第1回ARF

の先立 って作成 した 『アジア太平洋地域 におけ る安全保 障』(メ モ ランダムNo。1)が 明

記す るよ うに(15)一 「総合安全保 障や協力 的安全保 障」といった新 たな安全保障概念 で

あ ろう。大平首相 に よって提唱 された総合安全保障概念 はASEAN諸 国 によって、国内的

脅威 を も視野 に入 れる ことで さらに広範 な意味内容 を与 え られたのであ る。

同様 に、ASEAN諸 国がアジ ア太平洋諸国関係 に際 して強調 したのが、「建 設的関与 」と

い う名の、交渉 ス タイルにおける軟着陸 の思想 である。利害 の対立 や見解 の不一致 一 と

くに 自らが正当 と確信す る場合 一に対 処す るに際 して、明示的 な自己主張 を貫徹す るこ

とで時 と して対決 ムー ドを高めかね ない欧米流の折衝 と異 な り、アジア諸 国の折衝 アプ

ローチは基本 的 に娩 曲 ・間接的で、相手方 を追 い詰め ることな く妥協 を引 き出そ うとす

る柔軟 さで特徴づ け うる。 とくに顕 著 な例 は、 ミャンマーの 「国家法秩序 回復 評議会」

(SLORC)政 府 の人権抑 圧 に対 して、欧米諸 国は経 済制裁 をテ コに事態 の改善 を迫 った

が、ASEAN諸 国 はこれ との対話や通商の拡大 を通 じて同様 の効果 を上げ ることを目指 し

て きたのである。1994年 のASEAN外 相会議 ・拡大外相会議 に際 して、ミャンマー を

議長国(タ イ)の ゲス トとして招待 した ことに対 しては、欧米諸 国か ら時期 尚早 と して

批判 されたが、ASEAN諸 国は 「建設的関与」の意義 を強調 してこれに反論 してい る。 し

か し、1994年11月 には米国のババー ド国務次官補代 理や英 国のデ ィン外 務次官 補

が相次 いで ミャンマー を訪 問(16)、 翌95年 には 日本 もSLORC政 権 に対す るODA再 開

に着手 している。

1990年 後半 にイン ドネシアとシ ンガポールが 中国 との国交 を回復 した ことには複

雑 な背景 と永 い経過 がある とはいえ、89年 の天安 門事件 を契機 に欧米諸 国に よる人権

状 況批 判が 中国の孤立 をもた らしつつ あるこ とへの対応 とい う側 面 を無視で きまい。こ

の時点 で は 「建 設的関与」とい う語 は用 い られてはいなかったが 、中国の 「孤立回避」へ

の配慮 があ ったこ とは疑問 の余地が ない。実 際、この動 きは、1991年 には中ソ両 国

のASEAN外 相 会議へ の オブザーバ ー招待 に連 な り、結果 としてARFへ の助走 とい う機
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能 を果 た した とさえいい うる(17)。

そ して最後 に、人権 問題 をめ ぐって、人権概念 は普遍 的で も、その実現 に際 しては各

国の政 治社会 的現状 に見合 った独 自の対応 があ りうるとい う一ASEAN-ISISの 報告書で

提示 された一 「状 況的独 自性の原理」 とい う主張 である(18)。 つ ま り、安全保 障がそ う

である ように、人権 を総体 として追求す るに際 しては、歴 史、人 口動態、文化、経済状

況 、社 会情勢 、政治過程 な ど各国の環境全体 を規定す る独 自な諸要 因が指針 とされね ば

な らず 、ASEAN諸 国は、人権促 進 にあた って国内の安定 と調和 を損 な うことがあ って は

ならない とい うの である。こう した主張 は、い うまで もな く、天安 門事件以後 欧米諸 国

か ら 「人権外交」の標 的に されて きた中国に'とって貴重 な援軍であ った(19)。

(3)自 助型貢献

ASEAN諸 国 は さらに、 自らが位置す る東南 アジア地域 の平和 と安全 を維持す るこ と

で、これ を包摂 するア ジア太平洋 地域 に望 ましい環境 を提供す る とい う、いわば 「自助

型貢献」 をな しうる。 これ は、J・ ナイのい う 「部 分の平和」 とい う考 えに通 じる もの

であ るが、そ もそ も加盟 各国が個別 に国内外 に派生 する多様 な脅威への抵抗力 を確保 す

れば、結果 的にASEAN地 域全体 が抵抗力 を備 えるこ とになる とい うのがASEANの 「強

靱性」哲 学で もあ った。

1971年 に採択 され た 「東南 アジア平和 ・自由 ・中立 地帯構想」(ZOPFAN)や 当初

これ に対抗 す る形 で提唱 された 「強靱性」概 念が これである。そ して、 これ を補完す る

方向で機能 したのが 、72年 ころか ら始動 し、76年 のバ リ ・サ ミッ トで 「非ASEAN

ベ ース」 とい う限定つ きで公認 された二国間安全保 障協 力である。具体的 には、国境 地

帯の反体制分子 に対 す る合同掃討作戦 、軍隊間の相 互理解 と調整 のための合 同演習 など

として始動 し、次第 に、人事交流 ・情報交換 ・相互訓練 ・兵器標準化 な どます ます多角

化 しつ つある分野 であ る。

これ ら一連の安全保 障戦略 を概観す る と、ASEANと い う地域協力機構 との関連 が密接

であ るに応 じて、非軍事 的性格 が強 まっている とい う事実 に注 目す る必要が ある。とい

うの は、ASEAN諸 国は域 内の平和 と安定 を維持す るに際 して、(a)域 内諸 国に相互信 頼

感が欠如 していたこ と、(b)潜 在 敵国 を挑発す ることを懸念 したこ と、(c)差 し迫 った脅

威 は国内的 な ものであ る と認識 していた こ とな どのゆ えに(20)、 軍事 同盟化 とい うイ

メー ジを過敏 なまで に慎重 に回避 しよう として きたか らであ る。同様 に、ASEAN型 安 保
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戦略においては一おそらく 「総合安全保障」哲学の反映であろうが一国内と国外、政治

と軍事の境界があいまいであることも顕著な特徴である。

3.「PaxAseana」 の 展 望

(1)三 つ の評 価 基 準

以 上の ような前提 と特色 を持 った 「PaxAseana」 は、アジア太平洋地域 の平和 と安全 に

とっていか なる意義 を有す るで あろうか。現時点で これ を判断す るには、い ささか時期

尚早 のおそ れな しとしない。何分 に も、事態 は以前 と して流動 的であ り、確 固 として確

立 された手 続 き も機構 も存在す るわけで もないか らである。 しか し、問題 の功罪 を判 断

す るための全般的 な基準 につい ては疑問の余 地 はない。つ ま り、(a)そ れはポス ト冷戦期

の アジア太 平洋地域の安全保障 にとって望 ま しく、必要な ものであ るか否か 〔必要性〕、

(b)果 して 「PaxAseana」 として特徴づ けられるシステムあ るいは メカニズ ムは実現 され

うるのか 〔実現可能性〕、そ して(c)こ れが次第 に実現 され ると して、アジア太平 洋地域

の平和 と安全 を確保す る上で、どの程度有効 であ るのか 〔有効性〕 とい う三つの疑問で

ある。

これ らの判断基準 は、 自明の理 であるか の ようであるが、必ず しも当然視 されてはな

る まい。 とい うのは、歴史 の教 える ところに よれば、必要 な もの は しば しば実現 困難で

あるが、実現可 能性 が高 まった ときには必要性 が乏 しくなってい る とい う逆 説が まれで

はないか らであ る。た とえば、ZOPFAN構 想 の ように、平和 ・自由 ・中立 とい うそれぞ

れ貴重 な価 値 を目指 してはい る ものの、冷戦が激 しく戦 われてい る状況 にあっては実現

性 に乏 しか ったが、冷戦が終結 してみる と、その意義(と りわけ 「中立」 とい う価値 の

意義)は 明 らか に後退 してい るといわ ざる をえない。ただ し、一部のASEAN諸 国はここ

に、ASEANの 「自立性 の象徴」 としての自負 と期待 を も込めてい るよ うである(21)。

逆 に、実現困難 な時点 では必要で あるかの よ うに主張 され るが、現実 の ものになって

み る と、か えってその弊害 が認識 される とい う事例 も少 な くはない。た とえば、ま さし

く冷戦 に終結や米国の軍事的 プ レゼ ンス後退 をめ ぐる評価 がそ うである ように、冷戦構

造が確立 している時点で はその解消 を切望 し、あ るいは、米国 に撤 退の用意が ない時点

で はそのデ メリッ トの側面が強調 されて きたが、実際 に冷戦終結 に伴い 一同時 に自然災

害 とい う天 の配剤 も加わ って 一米国の 「アジア離れ」が現実の 日程 に登 るにい たって、あ

らたに 「力 の真空」論 議が台頭 し、改め て米国の プ レゼ ンス維持 の必要性が再確認 され
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つつ ある とい う状況が これにあたる(米 軍 との基地使用取 り決めの問題)。

その意味でTACの 位置 は特異であ る。「紛 争の平和 的解 決」 とい う大原則 をほ とん ど

唯一の骨子 とす るこの条約 は、イ ン ドシナ全面社会主義化 とい う地域情勢の革命的 変化

に危機 感 を覚 えたASEAN諸 国が、翌76年 の第1回 サ ミッ トで締結 した もので、ASEAN

がイ ン ドシナ諸 国 に宛 てて発 した消印の ない恋文 に も讐え られ ようが、それが もっ とも

切 実 な意義 をもつはずであ った カンボジア紛争期 間 中には まった く言 及 される余裕 がな

かった。 しか し、カ ンボジア 「国際内戦」 の局地化が定着す るにい たって意味 を失 うの

では な く、TACへ の署名が対ASEAN友 好 の象徴 的行為 一いわば、将 来のASEAN加 盟 に

むけての 「通過儀礼」 一 とい う新 たな意味 を持 つにいた ったのある(22)。 この意味 で、

「PaxAseana」 の必要性 については、ASEAN域 内 については多 言 を要す まい。逆説的 な

が ら、多 くの人々 は、この地域がかつて動 乱の地域であ った ことを忘 れてい るとい う事

実 その ものが、「この機 構の成功 の証言者」 に他 な らないのである(23)。

(2)「PaxAseana」 の 限 界

最後 に問題 とすべ きは、「PaxAseana」 の持つ 限界 につ いてであ る。 い うまで もな く、

「PaxAseana」 は理想 的で も全 能で もない。む しろ、「PaxAseana」 の効用 と限界 は一枚の

コインの裏 と表の 関係 にある。ASEAN諸 国 は、弱者 の戦略 の持つ メ リッ トを最大 限 に発

揮 すべ きであ り、そのための条件 が次第 に整 いつ つあるが 、同時 に、本質的 な限界 もそ

の弱者であ るこ とに起因 するの である。

第一 に、カナダのある専門家が、アジア太平洋地域の新秩序模索 に際 して、やは り積

極 的 なイニ シアテ ィブを発揮 して きた オース トラリアや カナダな どの役 割 一 「ミ ドルパ

ワー主義」(middlepowe㎜anship)一 について、(a)国 際情勢への関心(scope)、(b)積 極

的外 交路 線(style)、(c)紛 争緩和(f㏄us)、(d)多 角主義(fo㎜)、 お よび(e)国 際的機構

重視(forum)な ど五 つの特性 を してい ることは注 目に値 す る(24)。彼 は、この ような 「ミ

ドルパ ワー主義 」の積 極外交 について、〈 イニ シアテ ィブ漁 り〉(initiative-mongehng)に

す ぎないのでは との疑念があ る とも指摘 してい る。実現 で きるか否か とは別 に、国内向

けに国際貢献 を印象づ け ること自体 に意義 を感 じているのではないか とい うシニカルな

疑念 である。同様 に、オース トラ リアの専 門家 もまた、「共 通の安全保 障」「信頼情 勢」「軍

事 的透 明性」「抑止 より確証」といった一連の く言葉 〉は定着 しつつあ るが、これが アジ

ア太平洋諸 国の安全保 障く政策 〉に十分 な インパ ク トを与 えていない とい う点 に言及 し
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てい る(25)。 こ う した論 点は、明 らか にパ ワーでは な くアイ デ ィア に立脚 す る 「Pax

Aseana」 の限界 を も問いか ける ものであ る。

実際、1992年 に在比米軍基地が撤 退 を余 儀 な くされる と、シンガポール、イ ン ド

ネ シア、マ レーシア とい うASEAN非 同盟諸 国のすべ てが、巡 回ベ ースで米軍 に軍事施設

の利用 を受 け入 れる協定 に合意 してい るとい う現実 は、これ ら諸国が 一 「外 国軍事基地

は暫定 的 な もの」 とい う原則論(ASEAN発 足時 の 「バ ンコク宣言」)に もかかわ らず 一

依然 と して 「力の真空」 とい う現実主義 的枠組み か ら脱却で きず にいる とい う事実 を浮

き彫 りに してみせ た。

また、朝鮮半 島の ように、冷戦型の準 戦時体 制下 にあ って、北朝鮮の核 開発疑惑の よ

うに高度 に戦 略性 を帯びた争点 をめ ぐる論議 では、関係諸 国以外(朝 鮮半島の両国お よ

び 日中両 国)で は、米 国を除い てはこれ に対処す る力量 も戦略 も もちあわせ てい ない と

い わざるをえまい。ASEANに とって、核 兵器開発 は全 く未知 の分野 であ り、かつ朝 鮮半

島の独 自の敵対 の歴 史 と構 造 とを前提 とすれば、理念先行 型のASEANの イニ シア ティブ

が この地域 で効果 を発揮 するのは困難 であろ う。

その意味 では、1990年 以来、イン ドネシア政府が積極的 に推進 して きた 「南 シナ

海 に関す るワークシ ョップ」 について も、確 か に国連な どか らも高 い評価 を得 てはいる

が、少 な くとも安全保 障の文脈 か らみる と、(a)領 有権 問題 は棚上 げする、(b)事 態 の解

決 に武力 を用 いない、そ して(c)共 同管理は検 討 に値 する とい う原則 的合意が形成 され

つつあ る他 は必ず しも実践的 な結果 をもた らしているとはいいがたい とい うのが実情 で

あ る(26)。 しか も、ASEAN諸 国の側 で も、マ レー シアやフ ィリピンは 自らの領有権主張

を実体 化すべ く、南沙諸 島の一角 に軍事 的プ レゼ ンス を確保す る とい う一方的措置 を講

じてい ることの当否が問 われねばなるまい。

第二 に、「PaxAseana」 の重要 な構1成部分 にあたる戦略型 シンク タンクの役割 につ いて

も重大 な限界 があ る。現 に、「トラ ック2」 とは、政府 関係者が 「私人 としての資格 で」

多角的安全保 障協議 に参加 する ところにこそ最大の意義 がある と指摘す る意見 もあるほ

どで、民 間の専 門家 や知識 人の役割 その ものを過大評価す るの は危険で ある。 とい うの

は、ASEAN諸 国が いずれ も、いわゆ る 「柔 らかい権威主義」 ともい うべ き政治体制 を

取 ってお り、思想信条 や学問の 自由について必 ず しも寛大 でない とい う事実 を念頭 に置

けば、戦 略型 シンク タンク とい え ども、現実 の政策 を批判す る自由につ いて楽観的で は

あ りえないか らであ る。た とえばイ ン ドネシアで政府 に批判的 な記事 を掲載 した として
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『テ ンポ』 な ど主要3誌 紙が発禁処分 とされた とい う事実 は、象徴 的であ る。

加 えて、CSCAPと い う画期 的な 「トラ ック2型 」 ネッ トワー クが発 足 した とはい え、

これに中国が参加 してい ない ことは重大 な暇疵 である。おそ ら くは、中国が安全 保障問

題 を多 国間協議 の対 象 とす ること自体 に消極 的な こと、民間の専 門家 の活動 に十分 な評

価 を与 えていない ことな どが背 景 にある と推察 されるが、中国が政府 間の多 角的安全保

障協議 のためのARFに は参加 している ことを考 えれば、民 間のフ ォーラム を忌避 す る合

理的 な理 由は存在 しない。CSCAPを 構 成す る戦略型 シンクタンクは、この暇疵 を解 消す

べ く最善 の努力 を払 う必 要がある。

第 三に、ア ジア太平洋秩序の構 築 にあた ってASEANが 積極 的なイニシ アテ ィブ を行使

す るこ とについて も様 々な留保 条件が つけ られる必要があ りそうであ る。対外 的 な側面

に関 しては、ASEAN諸 国が よ り広範 な地域協 力の枠 組みへ の参入 がASEANの 存在 意義

を後 退 させ るので はないか との懸念 に囚われていることは理解で きない ことで はないが、

域内の多 角的安全保障協議のメ カニズム に<ASEAN>の 名称 をつ けるこ とに固執 す るの

はい ささか過剰反応 とい えな くもない。

他 方、域内的 には、隣接諸 国 との問の武力紛争の可能性 を事実上解消 し、いわ ゆる 「安

全保 障共同体」 としての連帯感 を醸成 しえたASEANが 、依然 と して軍備増強 に少 なか

らぬ財 源 を投 入 してい るの も、信頼感や透 明性の確保 とい う基本姿勢 との 間に侮 りがた

い乖 離があ ることを示唆 してい る。ASEAN諸 国の国防 当局者 は、これ を(a)軍 備増 強で

はな く 「装備 の近代化 」で あるといい、(b)順 調 な経済発 展 によって国防 に十分 な財源 を

投入 する余裕 が出来た といい、また(c)域 内 には、た とえば南 シナ海 問題 の ような脅威

が存在す る として これ を正当化 しようとす るが(27)、 こう した思考様 式その ものが域 内

諸国 間の潜在的 な一敵意 とまで はいわない まで も一不信感の反映だ と解釈 され ざるをえ

ない ところである。

最後 に、自助 に基づ く地域的平和 と安定の推 進 とい う観 点か ら、ASEAN内 部の不協和

音が高 まりつつあるかの ように思われるの も気が か りである。域 内の不協和音 と しては

サバ問題 に象徴 される領有権 問題 、マ レー系諸 国 と中国系 国家 との角逐 な どがASEAN発

足い らい指摘 されて きたが、近年 にいたって も、前 者の系譜 としてマ レーシア=イ ン ド

ネシア間の シバ ダ ン ・リギタン両島、マ レーシアニシンガポー ル間のペ トラ ・ブ ランカ

島問題 が、後者の系譜 には、シンガポールを一方の 当事者 とす る1986年 のヘル ッォー

ク事件 や フィ リピン人 メイ ド処刑問題 な どが表面化 してお り、これ らはいわばASEAN内
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部の活断層で あるこ とを思 わせ る。 さらに新 たな問題 として、対米 強硬発 言 を繰 り返 す

マハ テ ィー ル首相 とスハ ル ト大統領の個人的摩擦、東 チモ ール問題 をめ ぐる フィリピン

や タイ内部か らの批判 な ど新 たな不協和音 も報 じられ るにいた ってい る(28)。 それぞれ

の問題 は必 ず しもASEANの 存続 を脅かす ような性格の ものでは ないが、域 内諸 国の連帯

を最 大の資産 とす るASEANに とって、こう した不協和音 の拡散 と増幅 は、「PaxAseana」

の一連 の主 張の説得力 を損 なう恐れな しと しないのである。

むす び

以上 の考 察の示 唆す るところ によれば、「PaxAseana」 をめ ぐる論 議は、結局の ところ

ポス ト冷戦期 のアジ ア太 平洋地域 の国際関係 についての 「リアリス ト」 と 「ネオ ・リベ

ラリス ト」との戦略観 の相違 とパ ラレルな関係 にあ りそ うである。ASEAN諸 国は、これ

ら二つの戦略観 の共存 に対 して寛容で 、上述 の ように、一方 では国土 の防衛 と体 制の維

持 の ため に軍備増 強 を図 り、域外 大国 と くに米国の軍事 的プ レゼ ンスの維持 に も積 極的

な リアリス トとしての側面 を見せ るか と思 えば、他方で は、アジア太平洋地域 の新秩序

構築 に向 けて信頼醸成 や軍事的透 明性 の確保 に向 けてネオ ・リベ ラリス トとしての側 面

も見せ て きたので ある。

ご く単純化すれ ば、ネオ ・リベ ラ リス トは弱者 としてのASEANの 機 能に期待 して これ

を支援 す るが、リア リス トは逆 に、その 限界 に注 目 して 「PaxAseana」 の可能性 を否定 し

が ちであ る。「人 間主義 の国際政治」を主 張するM・ ガー トフは、理想主義的 目標の達成

過程 は人道的で しか も 「政治 的現実 に立脚」せ ねばな らない と強調す る(29)。 しか し、

「PaxAseana」 と総 称 され る動向 は、1960年 代末 にまさ しくリア リス トとしての立場

か ら提唱 された 「ニ クソン ・ドク トリン」い らい、米国が一貫 して切望 して きた状 況 一

アジア諸 国が安全 保障の ための第一義 的責任 を担い、米国の オーバ ーコ ミッ トメ ン トを

軽減す る一 に他 な らない とい う事実が見落 とされてはなる まい。「PaxAseana」 は、少 な

くとも域 内諸 国間 に事実上のく安全保 障共同体 〉を成立 させ て きた実績 をもち、す でに

「新 しい世界 政治は、まず国内で始 まる」とい うガー トフの命題 を実践 して きたので あっ

て、リアリス トとして知 られるニクソ ン大統領の主張 をほぼ30年 遅 れて新 たな文脈 の

下で実現 しようと してい るわけである。

したが って、「PaxAseana」 の欠陥、弱点 、あ るいは限界 を暴 きたてた り、これを過小

評価 した りす ることは、リア リス トであ ろう としてシニ シズム に陥 る誤 りを冒す こ とに
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なる と知 るべ きである。真の リアリス トは、「PaxAseana」 がその機 能 を最大 限発揮 す る

の を支援す るとと もに、おそ らくは リアリス ト的手 法でその限界 を補完す るこ とであ る。

【注記 】

(1)「IPOLEKSOSBUDMIL」 とはス カル ノ体 制期 にイン ドネシア軍部が提 唱 した国防哲学

で、 イデオ ロギー、政 治、経済、社 会及び軍事 の諸局面 にわたって抵抗力 を強化 す るこ

とを主張 した もの。

(2) Peter M. Haas, "Introduction : epistemic communities and international policy coordination," 
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